
第1号様式（第2条第1項第1号）

令和 年 月 日
福島県教育委員会

退 職 当 時 の
所 属 機 関 名

退 職 当 時 の
職 名

退 職 当 時 の
職 員 番 号

氏 名
フ リ ガ ナ

生 年 月 日 年 月 日

令和 年 月 日付け退職に係る退職手当の受給に関して次のとおり申し出
ます。

(該当する事由に○をつけること)

郵便番号 -

1　退職手当を受領する住所

電話番号

2 　受領の方法（(1)～(3)のいずれかに○をつけること）

（1）現金払を希望する。(東邦銀行県庁支店)

（2）隔地払(送金払)を希望する。

（3）口座振替を希望する。（通帳のコピーを添付すること）

 ア　口座振替を受ける指定金融機関名 支店名

 イ　預金口座の種別

 ウ　口座の記号番号

 エ　口座の名義人(ﾌﾘｶﾞﾅ)

3　退職後の就職関係（(1)と(2)のいずれかに○をつけること）

（1）退職後に１日も間を空けず引き続き公務員（国、本県、他の地方公共団体、独立行政
　法人等の職員）として就職する。ただし、就職先で再任用職員又は短時間勤務の職員

　　 となる場合を除く。
 次のいずれかに○をつけること

 ア　就職する官公署名 採用内定

 イ　就職予定年月日 合否未発表

 ウ　就職先の職名 受験予定

（2）（1）には該当しない。

4 退職する年の１月１日現在の住所
（住民税が課税されている住所）

退職手当から控除する以下の貸付金は、退職手当支給予定年月（令和　　年　　月）に留意すること。

公立学校共済組合貸付 確認 地方公務員共済組合員期間（有・無）

貸付金　無 ・ 有　 貸付金　　無　・ 有　

（ 円) （　　　　　　　　　　　　円）

注意事項
1

2

3 　※処理欄には、記入しないこと。
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　受領の方法については、希望するものを○で表示するとともに、口座振替にあっては、アからエまでの全
部について記載すること。

確認

　この申出書には、所得税法(昭和40年法律第33号)第203条に規定する「退職所得の受給に関する申告書」を
添付すること。

※処理欄

（フリガナ）

退職事由： 定年 ・ 60歳到達後定年前 ・ 勧奨 ・ 自己都合 ・ 任用期間満了

退 職 手 当 の 受 給 申 出 書



第1号様式（第2条第1項第1号）

令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日
福島県教育委員会

退職当時の
所属機関名

退職当時の
職 名

退職当時の
職 員 番 号

氏 名
フ リ ガ ナ

生 年 月 日 ○ 年 ○ 月 ○ 日

令和○ 年 3 月 31 日付け退職に係る退職手当の受給に関して次のとおり申し出

ます。

(該当する事由に○をつけること)

郵便番号 960 - 1111

電話番号

2 　受領の方法（(1)～(3)のいずれかに○をつけること）

（1）現金払を希望する。(東邦銀行県庁支店)

（2）隔地払(送金払)を希望する。

（3）口座振替を希望する。（通帳のコピーを添付すること）

 ア　口座振替を受ける指定金融機関名 支店名

 イ　預金口座の種別

 ウ　口座の記号番号

 エ　口座の名義人(ﾌﾘｶﾞﾅ)

3　退職後の就職関係（(1)と(2)のいずれかに○をつけること）

（1）退職後に１日も間を空けず引き続き公務員（国、本県、他の地方公共団体、独立行政
法人等の職員）として就職する。ただし、就職先で再任用職員又は短時間勤務の職員
となる場合を除く。

 次のいずれかに○をつけること

 ア　就職する官公署名 採用内定

 イ　就職予定年月日 合否未発表

 ウ　就職先の職名 受験予定

（2）（1）には該当しない。

4　退職する年の１月１日現在の住所
（住民税が課税されている住所）

退職手当から控除する以下の貸付金は、退職手当支給予定年月（令和　　年　　月）に留意すること。

公立学校共済組合貸付 確認 地方公務員共済組合員期間（有・無）

貸付金　無 ・ 有　 貸付金　　無　・ 有　

（ 円) （　　　　　　　　　　　　円）

注意事項

1

2

3 　※処理欄には、記入しないこと。

「3　退職後の就職関係」の記入について

【　記入方法　】

報告様式 ： 正規職員は【表１】 、 期限付職員は【表２】
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イの場合、合否発表等を受けたときは、所属の事務担当者経由で必ず福利課へ報告してく
ださい。

退職事由： 定年 ・ 60歳到達後定年前 ・ 勧奨 ・ 自己都合 ・ 任用期間満了

イ　国、福島県、他の都道府県又は市区町村、独立行政法人等の
　職員に任用される

ア　再任用職員、短時間勤務職員に任用される
　　民間企業に再就職する
　　退職後は再就職しない
　　退職日から間を開けて国・地方公共団体の職員に任用される

□ (２)に○印をつける

□ (１)に○印をつける
□ ア～ウを記入する
□「採用内定」「合否未発表」
　「受験予定」のいずれかに○をつける

※処理欄
確認

　この申出書には、所得税法(昭和40年法律第33号)第203条に規定する「退職所得の受給に関する申告
書」を添付すること。

　受領の方法については、希望するものを○で表示するとともに、口座振替にあっては、アからエまで
の全部について記載すること。

　　　　　　　　（フリガナ）

1　退職手当を受領する住所

0000000

フクシマ タロウ

○○県教育委員会

令和○年○月○日

教諭

同上

福島市杉妻町
フクシマシスギツマチョウ

２－１６

024-521-7803

○○銀行 ○○支店
普通

昭和

退 職 手 当 の 受 給 申 出 書

○○市立○○小学校

教諭

123123

福島
フクシマ

　太郎
タロウ

退職者が所属に提出する年月日

任期付職員又は臨時的任用職員の場合は、

任用区分を括弧書きで記入する

（例）講師（任期付職員）

講師（臨時的任用職員）

退職年月日を記入

・退職後の住所を記入

・通知書を送付する宛先になるため、

アパート名等も省略しない

・ 本人名義の普通預金口座又は総合口座に限る

・ 期限付職員は、給与支払のＡ口座～Ｃ口座の

いずれかとする

受領方法は「口座

振替」とし、(3）

に○印を付ける

下の「3 退職後の就職関係」の記入についても参照して記入

具体的な職名が決まっていない場合は、以

下の例を参考に記入

（例）正規職員（行政事務）

フルタイム任期付職員

臨時的任用職員

フルタイム会計年度任用職員・年末調整の「給与所得者の扶養控除等申告書」に記載した住所と同じ

・１の「退職手当を受領する住所」と同じ場合は､「同上」と記入

申出書の提出後、退職後の就職先や職区

分が変更になり、就職先で在職期間が通

算されることになった場合は、退職手当

の支給に影響がありますので速やかに長期

給付担当へ連絡してください。(電話024-

521-7803）

ただし、再任用職員又は短時間勤務の職

員となる場合は、退職手当が支給されます

ので連絡不要です。

・退職日の氏名を記入する

・フリガナを忘れないこと

日中も連絡可能な電話番号

東邦銀行 県庁支店の口座を選択する場合は、

(3) 口座振替を希望する に○印を付け、ア～エを記入する

再任用職員又は短時間

勤務職員の場合は、

(2)に○印を付ける。

※(1)ア～ウは記入し

ない

該当する退職事由を○で囲

む



 

 

- Ⅸ-3 - 
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（記入例：勤続年数が５年以下の場合） 

提出年月日は、退職日以降とすること 

（年度末退職者は退職日を記入すること） 

退職日の属する年を 

記入（年度ではない） 

左上に記入した提出年月日 

（年度末退職者は退職日） 

時点の住所を記入 

「退職手当の受給申出書」の４（退職する年の 

１月１日現在の住所）に記載した住所を記入  

なお、上記の現住所と同じ場合は「同上」と記入 

退職日を記入 

該当する方に☑ をす

る（様式の裏面２を参

照して記入） 

「特定役員等勤続期間」は、 

  勤続年数が５年以下の場合 

    特定役員等に該当するため、「有」に☑ をし、 

上記と同じ期間を記入 

   勤続年数が６年以上の場合 

    「無」に☑ をし、期間は記入しない 

「短期勤続期間」に、地方

公務員は該当しないた

め、「無」に☑ をする 
税法上の勤続年数は、 

・１年未満の端数切り上げ 

・休職期間等は除算しない 

（職員団体専従期間は除算する） 
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（記入例：勤続年数が６年以上の場合） 

提出年月日は、退職日以降とすること 

（年度末退職者は退職日を記入すること） 
退職日の属する年を 

記入（年度ではない） 

左上に記入した提出年月日 

（年度末退職者は退職日） 

時点の住所を記入 

「退職手当の受給申出書」の４（退職する年の 

１月１日現在の住所）に記載した住所を記入  

なお、上記の現住所と同じ場合は「同上」と記

入 

退職日を記入 

該当する方に☑ をす

る（様式の裏面２を参

照して記入） 

「特定役員等勤続期間」は、 

  勤続年数が５年以下の場合 

    特定役員等に該当するため、「有」に☑ をし、 

上記と同じ期間を記入 

   勤続年数が６年以上の場合 

    「無」に☑ をし、期間は記入しない 

「短期勤続期間」に、地方

公務員は該当しないた

め、「無」に☑ をする 

税法上の勤続年数は、 

・１年未満の端数切り上げ 

・休職期間等は除算しない 

（職員団体専従期間は除算する） 
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※ ※

〒 －

都 道 市 区

府 県 郡

電話　　　　　 － －

地方公務員等共済組合法第１４４条の２第１項の規定により、任意継続組合員になることを希望するので申し出ます。

公立学校共済組合福島支部長 様

令和　　　　年　　　　月　　　　日
（〒　　　　－　　　　　　）

住所

電話 （　　　　　　　－　　　　　　　－　　　　　　　）

申出者 氏名

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

令和　　　　年　　　　月　　　　日
電話 （　　　　　　　－　　　　　　　－　　　　　　　）

所属所長 職名

氏名

◎記載上の注意については裏面をご参照ください。
　　

備　　　　　　考

□ 発行が必要

資 格 確 認 書
発 行 要 否

月 日
年
号

任 意 継 続
組 合 員 番 号

組 合 員 期 間

昭和
 ・

平成

年

氏 名

退 職 時 の
組 合 員 番 号

月 日

性別

年
号

令
和

任 意 継 続 組 合 員 申 出 書

生 年 月 日

年
号

年　　　　　月

退 職 時 の

標 準 報 酬 の 月 額

任 意 継 続 組 合 員
資 格 取 得 年 月 日

円

退 職 発 令
年 月 日

預 金
種 目

※　銀行・支店コード

月

口 座 名 義 人 氏 名

口 座 番 号
１．普　　通
２．当　　座

令
和

年

退 職 時 の
所 属 所 名
退 職 時 の
所 属 コ ー ド

フリガナ

男
・
女

年

支払金融機関

（県外在住者
のみ記入）

銀行　　　　　支店

日

退　職　後
の

住　　　所
電話番号

（申出者欄と違う場合）

※確定

掛金払込方法
１.  毎月払い　　　　　　　　　　　２.  半年分前納　　　　　　　　　　　３.  一年分前納　　　　　

　　　　※希望する払込方法に〇をつけてください

承

諾

事

項

1.  任意継続掛金を払込期限までに払い込めないときは、任意継続組合員資格を喪失すること。

2.  住所、氏名、被扶養者等の届出事項に変更が生じた場合は直ちに届け出ること。

3.  資格を喪失した場合は、直ちに資格確認書を返却すること。

　　　以上、承諾します。

※確認 ※入力
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　にチェックを入れてください。
　　なお、発行は以下の場合に限ります。

 　　　・マイナンバーカードを取得していない者、マイナンバーカードの返納者
 　　　・マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者、

　　　　利用登録解除を申請した者、利用登録解除者
　　　・マイナンバーの電子証明書の有効期限切れの者

２．退職の日から２０日を経過した後申出書を提出する場合は、「備考」欄に
　遅滞した事由を記入してください。

３．「支払金融機関」の欄は県外在住者のみ記入すること。

４．※印欄は記入しないでください。

１．資格確認書発行要否：資格確認書の発行が必要な場合は「□発行が必要」
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※

下記事由により、任意継続組合員資格喪失の申し出（届出）をいたします。

１．任意継続組合員でなくなることを希望するため

希望年月日：　　令和　　　　年　　　　月　　　　日

理　　　由：

２．令和　　　年　　　　月　　　　日 他の組合員又は被保険者等になったため

資格喪失後の加入保険 名　　称

記号番号

３．令和　　　年　　　　月　　　　日　　死亡のため

公立学校共済組合福島支部長　　様

令和　　　年　　　　月　　　　日

〒 －

住　　所

申出（届出）者 氏　　名

続　　柄 （ ）

電話番号 － －

１．この申出（届出）書を提出する際は、資格確認書を必ず添付してください。

２．資格喪失事由の２．に該当するときは、資格喪失後の加入保険の資格情報のお知らせ又は資格確認書の

　 写しを添付してください。

３．任意継続掛金の還付がある場合は、請求書を併せて提出してください。

４．※印欄は記入しないでください。

任意継続組合員 資格喪失申出(届出)書

※入力

年
号

令
和

退 職 年 月 日

年
号

年

共 済 組 合 資 格 喪 失 日

年 月 日

任 意 継 続 組 合 員 番 号
任 意 継 続 組 合 員 氏 名

※確定 ※確認

日

令
和

月
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        銀行 支店

※

任意継続組合員資格喪失に伴い、上記のとおり請求します。

公立学校共済組合福島支部長　　様

令和　　　年　　　　月　　　　日

〒 －

住　　所

還付請求者 氏　　名

電話番号 － －

１．この請求書を提出する際は、任意継続組合員資格喪失申出（届出）書と併せて提出してください。

２．※印欄は記入しないでください。

任 意 継 続 組 合 員 氏 名

※入力

続 柄
還 付 請 求 者

（本人の場合記載不要）

金
融
機
関
名

　銀行・支店コード

※確定 ※確認

１．普通
２．当座

口座番号

（ フ リ ガ ナ ）

口 座 名 義 人

2

令和　　　　　年　　　　月　　　　日

円

令和　　　年　　　月分から令和　　　年　　　月分まで

死亡のため

還付金受取金融機関（県外在住者及び組合員が死亡し遺族等が請求する場合のみ記入）

還付対象となる前納掛金

還 付 請 求 金 額

資 格 喪 失 年 月 日

任 意 継 続 掛 金 還 付 請 求 書

任意継続組合員でなくなること
を希望するため

他の組合員又は被保険者となっ
たため

資 格 喪 失 事 由

3

1

任 意 継 続 組 合 員 番 号
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任意継続組合員取消申立書 
 

 
下記事由により、任意継続組合員加入申込を取り消すことを申し立てます。 
 
 
 □ 再就職し、引き続き公立学校共済組合福島支部の組合員となるため 

   □ 暫定再任用（フルタイム職員） 
□ 臨時的任用職員（常勤講師等） 
□ 任期付職員 
□ 会計年度任用職員 
 
 

□ 再就職し、国民健康保険に加入するため 
□ 暫定再任用（パートタイム職員） 
□ 定年前再任用短時間勤務 
□ 臨時的任用職員 
□ 任期付職員 
□ 会計年度任用職員（非常勤講師等） 
□ その他 

 
 

□ 国民健康保険に加入するため 
 

□ 家族の被扶養者となるため 
 
□ その他 
 
 

  ※該当箇所に☑すること。 
なお、退職後の雇用形態は年金記録等にも関わるため、所属の事務担当者

に確認し、正確に記入すること。 
 
公立学校共済組合福島支部長  様 

 
令和   年   月   日 
 

 
住     所：                 

                                           
氏     名：                 
電  話  番  号     ：                

現職時職員番号：                 
最 終 所 属 所   ：                

 



（フリガナ）

（フリガナ）

都 市

府 町

（上記（市区町村）以降の住所をアパート・マンション等名まで記載すること）

申告者

電話　 （　　　　　－　　　　　　－　　　　　　　）

職名

氏名

資格確認書発行要否 ： 資格確認書の発行が必要な場合（※）は 「□　発行が必要」にチェックを入れてください。

※ 以下に該当する場合に限ります。

・マイナンバーカードを取得していない者、マイナンバーカードの返納者

　発行が必要 ・マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者、利用登録解除を申請した者、利用登録解除者

・マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れの者

・マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する必要がある要配慮者

○　資格情報のお知らせは、組合員等記号・番号、負担割合（70歳以上の者に限る。）に変更が生じた場合に交付します。

＜　注　＞　　記入上の注意点については裏面にありますので、裏面を読んでから記入してください。

※ ※入力

よ り 改 姓 確 認 済

結 婚 祝 金 請 求 書 に
※証回収 ※確定 ※確認

氏 名 ・ 現 住 所 以 外 の 事 項 変 更 の 場 合

変 更 事 項 変 更 前 の 内 容 変 更 後 の 内 容

資格確認書発行要否

上記のとおり申告します。

公立学校共済組合福島支部長　　様

令和　　　年　　　月　　　日

氏名

この申告は事実と相違ないものと認めます。

令和　　　年　　　月　　　　日

所属所長

郡
区

有　　・　　無
　〒 県 村

現 住 所 変 更 の 場 合

郵便番号

変 更 後 の
現 住 所

住
所
１

単身赴任の有無

道

変
更
後

住
所
２

　　　　－

氏 名 変 更 の 場 合

有
・
無 事 由 発 生 日 令和　　年　　月　　日

変
更
前

イ． そ の 他

 ２．現住所変更

 ３．氏名・現住所以外の事項変更（訂正）

（2024.12）
組 合 員 組 合 員 被 扶 養 者

記載事項変更申告書船 員 組 合 員 船 員 組 合 員 被 扶 養 者
任 意 継 続 組 合 員 任 意 継 続 組 合 員 被 扶 養 者

所 属 所 名 組　合　員　氏　名 本
人
変
更
の
有
無

変更対象被扶養者の氏名等 申 告 書 提 出 の 理 由

所 属 コ ー ド 組　合　員　番　号 氏名 続　柄
 １．氏名変更

ア． 結 婚

印

 - Ⅸ-12 -



　本人の氏名変更の場合は、変更後の氏名で申告してください。
　「本人変更の有無」の欄は、組合員本人の氏名、現住所等の変更の有無について、該当するものを○でかこんでください。
　郵便番号は、「〇〇〇－〇〇〇〇」形式で記載してください。

　氏名変更又は組合員番号変更の場合、組合員証、被扶養者証又は資格確認書をお持ちの方は添付してください。
　改姓した場合、改姓が確認できる戸籍抄本等を添付してください。
　ただし、（互）結婚祝金の請求に添付した場合は、省略することができます。
　改姓した場合は、給付金振込口座の名義変更手続きを忘れずに行ってください。
　配偶者の現住所変更の場合は、「国民年金被保険者住所変更届」を併せて提出してください。
　※印欄は記入しないでください。

１．

８．

９．

１０．

２．

３．

４． 　現住所に変更がある場合は、変更後の現住所を、「都道府県、市区郡町村、大字、字、番地、アパート名、室番号等」まで詳細
に記載してください。

５． 　「単身赴任の有無」の欄は、組合員が現住所を変更する場合に、組合員の単身赴任の有無について、該当するものを○でか
こんでください。

６．

７．

- Ⅸ-13 -



 

- Ⅸ-14 - 

 

指定宿泊施設利用券交付申請書（任継用） 

令和   年   月   日     

公立学校共済組合福島支部長 様  

住 所（〒   －     ） 

申請者  

氏 名 

任意継続組合員番号                

ＴＥＬ  （  ）  －  

 

下記のとおり、指定宿泊施設利用券の交付を申請します。  

記  

１ 申請枚数                   枚 

２ 利用予定年月日  令和   年   月   日 ～ 令和   年   月   日（     泊）  

３ 利用予定施設名  

 

交付利用券の番号 
No.   

        ～         

No. 

 残枚数 

 

枚 

決

裁

欄 

 上記のとおり決定してよろしいか伺います。  

決裁権

者 
課員 起案者 

 起案年月

日 

決裁年月

日 

      

 


